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             【様式１】                           

規制の事前評価書 

 

法律又は政令の名称：建築基準法の一部を改正する法律案             

規 制 の 名 称：（１）建築物に係る規制の合理化 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大 

（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化 

（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和 

（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行っ 

た場合等における建蔽率緩和 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大 

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 ※いずれかに○印を付す。 

  担 当 部 局：国土交通省住宅局建築指導課・市街地建築課         

  評 価 実 施 時 期： 平成３０年３月５日                   

 

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

① 規制を実施しない場合の将来予測（ベースライン） 

 

以下のとおり、それぞれ規制緩和又は強化を行わなかった場合、今後も現状から変化はないこ

とが予想されるため、現状をベースラインとすることとする。 

 

（１）建築物に係る規制の合理化 

近年、建築技術の発展、既存建築物の活用に対するニーズの多様化、木造建築に関するニー

ズが高まり等の状況がある中で、当該規制緩和の対象となる建築物について、現状の規制を前

提とした設計しか行うことができず、自由度の高い設計が行えない。 

 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大 

都市計画区域等の区域外の建築物で 100 ㎡超 200 ㎡以下の特殊建築物（病院、劇場等の不特

定多数の者が使用する建築物等）について、規制が合理化されているにもかかわらず、引き続

き、建築確認が必要であり、建築主や建築主事等の負担となる状態が継続する。 
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（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化 

接道規制又は用途規制の適用除外に係る特例許可に当たって、常に建築審査会の同意が必要

となり、その同意のための手続に一定の期間を要する状態が継続する。 

 

（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大 

袋路状道路にのみ接している敷地に建築される在館者密度が大きい建築物に対しては、条例

で接道規制を付加することができないことから、緊急時に多くの人が接道部分に集中する等に

より避難又は通行の安全性が確保できない建築物が増加するおそれがある状態が継続する。 

 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和 

老人ホーム等（特別養護老人ホーム、有料老人ホーム、軽費老人ホーム及び福祉ホーム等の

入所系福祉施設）については、近年、個室化の進展等、共同住宅と同様の利用実態があるにも

関わらず、共同住宅と異なり、共用の廊下等について容積率制限の算定の基礎となる延べ面積

から除外されないという不合理な状態が継続する。 

 

（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和 

引き続き、防火地域にある耐火建築物のみが建蔽率緩和の対象となり、防火地域における耐

火建築物と同等以上の延焼防止性能を有する建築物や、準防火地域における延焼防止性能を有

する建築物等への建替えが進まない状態が継続する。 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和 

前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等においては、建替えにあたり建築面積が

減少せざるを得ない場合があることから建替えが進まず、道路と一体となった空地の形成が行

われないため、市街地の安全性の向上が図られない状態が継続する。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 

日影規制の適用除外に係る特例許可を受けた建築物について、建築物の日影の部分に影響を

与えない増築等を行う場合であっても、再度特例許可を受ける必要があり、増築等を行う者の

負担となる状態が継続する。 

 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設 

近年、１年を超えて仮設興行場、博覧会建築物、仮設店舗等の仮設建築物を使用するニーズ

が生じているが、現行では、仮設建築物の存続期間は１年以内の期間に限られているため、１

年を超えて仮設建築物を存続することができない状態が継続する。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

 一の既存不適格建築物（建築後に法令の改廃が行われたことにより現行基準に適合してい
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ない既存建築物）について用途変更に伴って必要な現行基準に適合させるための工事を行う

場合において、その工事が増改築等である場合には、全ての工事を用途変更時に行わず、計

画的・段階的に行うことを可能とする制度があるが、増改築等に当たらない場合にはそのよ

うな制度はなく、全ての工事を用途変更時に行う必要があるため、用途を変更する者の負担

となるという状態が継続する。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

既存建築物の用途を変更する場合には、一時的な用途変更（例：災害時等に既存事務所を

一時的に学校に用途変更する場合等）であっても、変更後の用途に適用される基準に適合さ

せる必要があり、既存建築物の活用が困難になる場合がある状態が継続する。 

 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大 

現行では工場等の一部の特殊建築物は、一定の建築物に係る維持保全計画の作成等を求める

対象となっておらず、近時の火災等を踏まえれば、これらの建築物について所有者等による適

切な維持保全が行われなければ安全性が十分に確保できない場合がある状態が継続する。 

 

 

② 課題、課題発生の原因、課題解決手段の検討（新設にあっては、非規制手段との比

較により規制手段を選択することの妥当性） 

 

（１）建築物に係る規制の合理化【規制緩和・廃止】 

［課題及びその発生原因］ 

近年、建築技術の発展、既存建築物の活用に対するニーズの多様化、木造建築に関するニ

ーズの高まり等に伴い、より自由度の高い設計を可能とするための建築規制制度の合理化の

要請が高まっている。このような社会経済情勢の変化等を踏まえ、これまで所要の技術的検

証を実施し、新たな知見が蓄積されてきたことを踏まえ、建築物の安全性を確保しつつ、よ

り自由度の高い設計を可能とする合理的な規制に改める必要がある。 

［規制緩和の内容］ 

①「延焼のおそれのある部分」の定義の見直し（第２条第６号関係） 

例えば耐火建築物の外壁の開口部のうち「延焼のおそれのある部分」にあるものには一

定の性能を有した防火設備の設置が義務付けられているなど、建築物の「延焼のおそれの

ある部分」は建築基準法上の様々な規定の対象となっている。「延焼のおそれのある部分」

とは、隣地境界線等から３ｍ（１階）又は５ｍ（２階以上）以下の距離にある建築物の部

分とされているが、今般、技術的検証の結果を踏まえ、建築物の外壁面と隣地境界線等と

の角度に応じて、建築物の周囲において発生する通常の火災時における火熱により燃焼す

るおそれのないものとして国土交通大臣が定める建築物の部分については、「延焼のおそれ

のある部分」には該当しないこととする。 

②木造建築物の耐火性能に係る制限の合理化（第 21 条第１項関係） 

現行では高さ 13ｍ超又は軒の高さ９ｍ超の木造建築物については、主要構造部を原則と

して耐火構造としなければならないこととされているが、今般、技術的検証の結果を踏ま
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えて規制の対象と内容について見直しを行い、階数４以上又は高さ 16ｍ超の木造建築物に

ついて、その主要構造部を通常火災終了時間（建築物の構造、建築設備及び用途に応じて

通常の火災が消火の措置により終了するまでに通常要する時間）が経過するまでの間当該

火災による建築物の倒壊及び延焼を防止するために主要構造部に必要とされる性能に関し

て政令で定める技術的基準に適合するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるも

の等としなければならないこととする。 

③一定の木造の特殊建築物の外壁等に関する規制の廃止（旧第 24 条関係） 

防火地域及び準防火地域に次いで防火の必要性があるとして特定行政庁が指定する市街

地の区域内において一定の木造の特殊建築物に課している外壁及び軒裏に係る規制を廃止

する。 

④大規模建築物の区画に関する規制の合理化（第 26 条、第 36 条関係） 

現行、延べ面積が 1000 ㎡超の建築物は防火上有効な構造の防火壁によって区画すること

とされているが、防火床により区画することもできることとし、その設置及び構造に関し

て必要な技術的基準は、政令で定めることとする。 

⑤耐火建築物等としなければならない特殊建築物の対象の合理化（第 27条第１項関係） 

耐火建築物等としなければならない特殊建築物の対象は、現行では３階以上をその用途

に供するもの等とされているが、延べ面積が 200 ㎡未満の３階建ての建築物を除外する。 

⑥長屋又は共同住宅の各戸の界壁に関する規制の合理化（第 30条関係） 

現行では、長屋又は共同住宅の各戸の界壁を一定の遮音構造とし、小屋裏又は天井裏ま

で達するものとしなければならないこととされているが、天井の構造を、遮音性能に関し

て政令で定める技術的基準に適合するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるも

の等とする場合には、当該各戸の界壁を小屋裏又は天井裏に達するものとしなくてもよい

こととする。 

 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大（第６条第１項第１号関係）【規制緩和】 

［課題及びその発生原因］ 

現行では、都市計画等の区域外の 100 ㎡超の特殊建築物等が建築確認を要することとされ

ているが、これまでの防火・避難関係規定の合理化と今般の改正により、200 ㎡以下の特殊建

築物に係る規制が合理化されていることに応じて、200 ㎡以下の特殊建築物について、事前

の建築確認に関する手続を合理化する必要がある。 

［規制緩和の内容］ 

特殊建築物のうち建築確認を要するものを、当該用途に供する部分の床面積の合計が 200

㎡超のものとする。 

 

（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化【規制緩和】 

［課題及びその発生原因］ 

接道規制及び用途規制の適用除外に係る特例許可を行うに当たっては、建築審査会の同意

が必要とされている。 

一方、接道規制及び用途規制に係る特例許可の実績の蓄積をもとに、一定の基準を事前に
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明示することが可能となっているものについても、特例許可の際に建築審査会の同意が必要

となっており、建築主の負担となっている。 

［規制緩和の内容］ 

① 接道規制の適用除外に係る手続の合理化（第 43 条第２項第１号関係） 

省令で定める基準を満たす道に接する建築物のうち、省令で定める基準を満たすもので、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるものについては、接道

規制を適用除外とすることとし、この場合には、建築審査会の同意は要しないこととする。 

② 用途規制の適用除外に係る手続の合理化（第 48 条第 15項・第 16 項関係） 

住居系用途地域内にある日常生活に必要な政令で定める建築物で、騒音等による住環境の

悪化を防止するための一定の措置が講じられているものについては、当該用途地域内におけ

る用途の制限にかかわらず、特定行政庁の許可を受けて建築できることとし、この場合には、

建築審査会の同意は要しないこととする。 

 

（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大（第 43条第３項関係）【規制強化】 

［課題及びその発生原因］ 

特殊建築物や 3 階建て以上の建築物等については、緊急時に多くの人が接道部分に集中し

た場合等の避難又は通行の安全が確保のため、建築物の敷地が接しなければいけない道路の

幅員等について規制（接道規制）を付加できることとなっている。 

近年、特殊建築物や 3 階建て以上の建築物等以外でも長屋のように在館者密度が高い建築

物が、袋路状道路にのみ接している敷地に建築される事例が生じており、これらの建築物に

ついても接道規制を付加できるようにする必要がある。 

［規制以外の政策手段の内容］ 

これまで、特殊建築物や 3 階建て以上の建築物等については、緊急時に多くの人が接道部

分に集中した場合等の避難又は通行の安全の確保のため接道規制を付加できることとなって

いる。しかしながら、これら以外の建築物であっても、袋路状道路にのみ接している敷地に

建築される在館者密度が大きい建築物については緊急時に多くの人が接道部に集中するとい

う事態が生じ、避難又は通行の安全確保に支障が生じるおそれがある。このような建築物に

対する安全対策については、地方公共団体の判断で早急な措置を講ずることができるように

することが求められていることから、規制以外の政策手段ではなく、特殊建築物等と同様に、

条例で接道規制を付加できる対象に加える必要がある。 

［規制の内容］ 

その敷地が袋路状道路にのみ接する建築物で延べ面積が 150 ㎡超のもの（一戸建ての住宅

を除く。）を、条例により接道規制を付加できる建築物として追加する。 

 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和（第 52条第６項関係）【規制緩和】 

［課題及びその発生原因］ 

老人ホーム等については、これまではトイレや風呂等の生活に必要な施設がそれぞれの部

屋の外に設置されていたこともあり、利用者の一日の生活の活動の範囲が室内で完結してい

なかったことから、共用の廊下等については、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入す
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ることとしていた。 

近年、老人ホーム等の個室化が進みトイレ等を室内に備えるものが増加したことで、居住

者の一日の生活の活動の範囲が各居室内で完結するようになり、発生集中交通量が共同住宅

の発生集中交通量と同等以下になりつつある。このため、容積率の算定に当たり、老人ホー

ム等については、共同住宅と異なる取扱いをしているという不合理を解消する必要がある。 

［規制緩和の内容］ 

老人ホーム等の入所系福祉施設の共用の廊下又は階段の用に供する部分について、共同住

宅と同様に、容積率の算定基礎となる床面積に算入しないこととする。 

 

（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和（第 53 条第３項関係）【規制緩和】 

［課題及びその発生原因］ 

防火地域・準防火地域は、市街地における火災の危険を防除するため定める地域とされて

いるが、準防火地域については耐火建築物等への建替えを促進する制度がない。 

平成 28 年 12 月に準防火地域で発生した新潟県糸魚川市の火災のような大規模市街地大火

を防ぐためには、準防火地域においても延焼防止性能の高い建築物への建替え等を進めるこ

とが有効である。現に、火災時等に著しく危険な密集市街地は準防火地域に多く存在してい

るところであり、既存の老朽木造建築物について建替えが進んでいないという実態がある。 

このため、準防火地域における耐火建築物、準耐火建築物への建替え等を促進する必要が

ある。 

また、近年の技術的知見の蓄積により、建築物の壁、柱、床等と当該建築物の開口部等に

設けられる防火設備の組み合わせによっては、耐火建築物及び準耐火建築物と同等以上の延

焼防止性能を有する場合があることが確認されている。 

このため、耐火建築物及び準耐火建築物に加えて、これらの建築物と同等以上の延焼防止

性能を有する建築物への建替え等を促進し、市街地全体の防火性能の向上を図る必要がある。 

［規制緩和の内容］ 

次のとおり、都市計画等で定められた建蔽率の限度に 10分の１を加えた数値を建蔽率の限

度とすることができる建築物に追加する。 

① 防火地域（都市計画等で定められた建蔽率の限度が 10分の８とされている地域（※）を

除く。）内にある、耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を有するものとして政令で定める

建築物 

※都市計画等で定められる建蔽率の限度の上限は 10 分の８となっている。 

② 準防火地域内にある、以下の建築物 

  ・耐火建築物 

  ・準耐火建築物 

  ・耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を有するものとして政令で定める建築物 

・準耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を有するものとして政令で定める建築物 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和（第 53 条第５項関係）【規制緩和】 
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［課題及びその発生原因］ 

市街地における道路は、平時の通行の用に供するだけでなく、緊急時の避難路や消火活動

の場の確保等の観点からも、重要な機能を担っている。また、前面道路から後退して壁面線

の指定等を行うことにより、道路と一体となった空地を確保することは、市街地の安全性の

向上等につながることなる。 

このような措置は、道路の幅員が狭いことにより避難上及び消火上必要な機能の確保に支

障が生じるおそれがある地域において、非常に効果的であるが、 

① 壁面線の指定等に伴う建築制限により、従前の建築面積を確保できなくなる利害関係者

との合意形成が難しいこと 

② 壁面線の指定等を行ったとしても、従前の建築面積を確保できなくなった利害関係者が

建替えを行わないこと 

などから、十分な活用等が図られていないという実態がある。 

このため、道路と一体となった空地形成が必要な地域において、建替え促進を図るための

措置を創設し、市街地の安全性を向上させることが求められている。 

［規制緩和の内容］ 

特定行政庁が市街地の安全性確保のため指定した壁面線等を超えない建築物について、特

定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認める場合には建蔽率の制限を緩和して

許可することができることとする。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化（第 56条の２第１項関係）【規制緩和】 

［課題及びその発生原因］ 

日影規制の適用除外に係る特例許可を受けた建築物の増築等を行う場合は、特例許可を受

けた建築物の日影の部分に影響を及ぼさないものも含め、再度特例許可を受けることが求め

られている。 

しかし、日影規制については、特例許可を行う際、日影図の作成・提出を求めていること

から、特例許可を受けた建築物の増築等が一度許可を受けた日影の部分を超えているかどう

かについては、客観的に明らかであるという実態がある。 

このため、特例許可を受けた建築物の日影の部分に影響を与えない増築等について、特例

許可手続の合理化を図る必要がある。 

［規制緩和の内容］ 

特例許可を受けた建築物について、政令で定める規模の範囲内において増築等を行う場合

においては、特例許可を要しないこととする。 

 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設（第85条第６項・第７項関係）【規制緩和】 

［課題及びその発生原因］ 

現行では、仮設興行場、博覧会建築物、仮設店舗等の仮設建築物については、防火規定等

の法の一部の規定が適用除外とされている一方で、その存続期間は１年以内に限られている。

しかし、近年、国際的規模の競技会等の用に供するなどこれまで想定していなかった理由に

より１年を超えてこれらの建築物を使用するニーズが生じているが、これに対応するな制度
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がない。 

［規制緩和の内容］ 

特定行政庁は、国際的規模の競技会等の用に供することその他の理由により１年を超えて

使用する特別の必要がある仮設興行場等について、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、

かつ、公益上やむを得ないと認める場合には、建築審査会の同意を得て、当該仮設興行場等

の使用上必要と認める期間を定めてその建築を許可することができることとする。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化【規制緩和】 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和

（第 87 条の２関係） 

［課題及びその発生原因］ 

既存不適格建築物について用途の変更を行う場合には、原則として、用途変更時に当該

建築物を現行基準に適合させる必要があるが、当該用途の変更に伴う工事が増改築、大規

模の修繕・模様替に該当するときは、一定の条件（これらの工事の全体計画が、工事を二

以上に分けて行うことがやむを得ないこと等の基準に適合すること）を満たして特定行政

庁の認定を受ければ、工事が二以上にわたる場合であっても最後の工事の完了時点で現行

基準に適合すればよいこととされている。 

しかし、当該用途の変更に伴う工事が増改築等に該当しないときは、そのような緩和は

適用されないため、現行では、現行基準に適合させるために必要となる工事の全てを用途

変更時に行う必要がある。近年、既存建築物を用途変更して活用するニーズが高まってい

るが、増改築等に該当しない工事であっても、建築物全体にわたる工事が必要となるなど、

現行基準に適合させる工事を一度に行うのはコスト・工期等の観点から困難なケースがあ

り、用途変更の円滑化を図るため、既存建築物の用途変更に伴う工事を段階的・計画的に

行うことができるよう、制度の合理化を図る必要がある。 

［規制緩和の内容］ 

一の既存不適格建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴って必要な現行基

準に適合させるための工事を行う場合について、当該工事が増改築等に当たらない場合で

も、増改築等の場合と同様に一定の条件を満たして特定行政庁の認定を受ければ、全体計

画に係る最後の工事の完了時点で現行基準に適合すればよいこととする。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和（第

87 条の３関係） 

［課題及びその発生原因］ 

既存建築物の用途を変更する場合には、変更後の用途に適用される基準に適合させる必

要があるが、このことは一時的な用途変更の場合であっても同様である。 

仮設建築物を建築する場合には、その存続期間が一時的なものであること等を踏まえ、

一定の基準について適用しない特例があるが、既存建築物を一時的に他の用途の建築物と

して使用する場合にはそのような特例はないことから、既存建築物の活用が困難となる場

合がある。 

［規制緩和の内容］ 
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既存建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合について、

仮設建築物を建築する場合（法第 85条）と同様に、特定行政庁が許可したときは法の全部

又は一部の適用除外を認めることとする。 

 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大（第８条第２項・第３項関係）【規制強化】 

［課題及びその発生原因］ 

現行では、工場等の一部の特殊建築物については、一定の建築物に係る維持保全計画の作

成等の義務付けの対象外となっている。しかし、これらの建築物についても、近時の火災等

を踏まえ、その利用特性や火災発生のおそれの観点から、所有者等により維持保全のための

体制をあらかじめ整備しておくなど、維持保全の徹底を促す必要がある。 

［規制以外の政策手段の内容］ 

 従前、工場等の一部の特殊建築物を除き維持保全計画の作成を義務付けているが、義務付

けの対象外の建築物については、所有者等による自主的な維持保全を促すための啓発等の非

規制の手段では維持保全の徹底という効果が十分に発現していないため、工場等の一部の特

殊建築物についても、規制の手段により義務付けの対象とする必要がある。 

［規制の内容］ 

維持保全計画の作成等を求める建築物の対象に、定期的な建築物の調査と報告が義務付け

られていない建築物のうち、 

① 安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める特殊建築物 

② ①の政令で定める特殊建築物以外の特殊建築物で、特定行政庁が指定するもの 

を追加する。 

 

２ 直接的な費用の把握 

③ 「遵守費用」は金銭価値化（少なくとも定量化は必須） 

 

（１）及び（２）【規制緩和・廃止】 

a.遵守費用 

当該規制緩和に伴う遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

当該規制緩和に伴う行政費用は発生しない。 

 

（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化【規制緩和】 

a.遵守費用 

   当該規制緩和に伴う遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

これまで行われていた特例許可手続の代わりに、一定の要件を満たすものについては建築

審査会の同意を要しない手続を設けるものであることから、当該規制緩和に伴う新たな行政

費用は発生しないことが想定される。 
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（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大【規制強化】 

 a.遵守費用 

   土地の活用形態に制限がかかるという遵守費用が発生する。この費用については、それぞ

れの土地の状況等によって異なるため、定量的に把握することは困難である。 

 b.行政費用 

条例を制定し、執行する場合はその費用が発生するが、自治体によって人員体制に差があ

ることから、条例の執行に要する費用は異なるため、定量的に把握することは困難である。 

 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和【規制緩和】 

a.遵守費用 

当該規制緩和に伴う遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

建築確認の際に費用が生じることとなるが、この費用については、各処分庁によって人員

体制や運用実態等が異なることから、正確な数字を算定することは困難である。 

しかしながら、当該規制緩和によって増加する事務は各処分庁に対して人員の増強等を求

めるものまでのものでなく、現在の各処分庁の執行体制において対応することが可能であり、

発生する費用は比較的軽微であることが想定される。 

 

（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和【規制緩和】 

a.遵守費用 

当該規制緩和に伴う遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

建築確認の際に費用が生じることとなるが、この費用については、各処分庁によって人員

体制や運用実態等が異なることから、正確な数字を算定することは困難である。 

しかしながら、当該規制緩和によって増加する事務は各処分庁に対して人員の増強等を求

めるものまでのものでなく、現在の各処分庁の執行体制において対応することが可能であり、

発生する費用は比較的軽微であることが想定される。 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和【規制緩和】 

a.遵守費用 

当該規制緩和に伴う遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

申請が行われた場合、特定行政庁が許可を行うための費用が発生するが、この費用につい

ては、各特定行政庁によって人員体制や運用実態等が異なることから、正確な数字を算定す

ることは困難である。 

しかしながら、当該規制緩和によって増加する事務は各特定行政庁に対して人員の増強等

を求めるものまでのものでなく、現在の各特定行政庁の執行体制において対応することが可
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能であり、発生する費用は比較的軽微であることが想定される。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化【規制緩和】 

a.遵守費用 

当該規制緩和に伴う遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

当該規制緩和に伴う行政費用は発生しない。 

 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設【規制緩和】 

a.遵守費用 

 当該規制緩和に係る遵守費用として、当該許可を受ける建築主において、許可の申請に係

る費用が発生する。 

 なお、当該遵守費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造等により異なるため、定量

的に把握することは困難である。 

b.行政費用 

 当該規制緩和に係る行政費用として、特定行政庁において、許可に係る費用が発生する。 

 なお、当該行政費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造等により異なるため、定量

的に把握することは困難である。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化【規制緩和】 

a.遵守費用 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

 当該規制緩和に係る遵守費用として、当該認定を受けて建築物の用途を変更する者にお

いて、認定の申請に係る費用が発生する。 

 なお、当該遵守費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造等により異なるため、定

量的に把握することは困難である。 

(ii)既存建築物の用途を一時的に変更する場合における制限の緩和 

 当該規制緩和に係る遵守費用として、当該許可を受けて建築物の用途を変更する者にお

いて、許可の申請に係る費用が発生する。 

 なお、当該遵守費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造等により異なるため、定

量的に把握することは困難である。 

b.行政費用 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

 当該規制緩和に係る行政費用として、特定行政庁において、認定に係る費用が発生する。 

 なお、当該行政費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造等により異なるため、定

量的に把握することは困難である。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

 当該規制緩和に係る行政費用として、特定行政庁において、許可に係る費用が発生する。 

 なお、当該行政費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造等により異なるため、定
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量的に把握することは困難である。 

 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大【規制強化】 

a.遵守費用 

当該規制に係る遵守費用として、建築物の所有者又は管理者において、建築物の維持保全

計画の作成等に係る費用が発生する。 

なお、当該遵守費用は、対象となる建築物の用途、規模、構造、利用状況等により異なる

ため、定量的に把握することは困難である。 

b.行政費用 

当該規制の導入に伴う行政費用は発生しない。 

 

④ 規制緩和の場合、モニタリングの必要性など、「行政費用」の増加の可能性に留意 

 

特段発生しない。 

 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

⑤ 効果の項目の把握と主要な項目の定量化は可能な限り必要 

 

（１）建築物に係る規制の合理化 

建築物の安全性を確保しつつ、より自由度の高い設計が可能となる。 

 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大 

都市計画等の区域外の 100 ㎡超 200 ㎡以下の特殊建築物について、建築確認が不要となるも

のがあり、建築主と建築主事等の双方において、建築確認に係る負担が発生しなくなる。 

 

（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化 

一定の基準を満たす場合には、接道規制及び用途規制の適用除外に係る特例許可の手続を合

理化することで、より迅速に特例を受けることが可能になる。 

 

（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大 

在館者密度の大きな建築物に対し、条例により接道規制を強化できることとすることで、火

事等の際に避難に支障が生じるおそれを低減することができる。 

 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和 

容積率算定について共同住宅と同様の扱いをすることで、共同住宅から老人ホーム等への用

途変更が容易となるほか、新たな老人ホーム等を建築する際に容積率緩和を受けることが可能

となる。 
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（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和 

建蔽率緩和の対象を拡大することで、延焼防止性能を有する建築物への建替えが促進され、

市街地の安全性の向上につながる。 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和 

建蔽率緩和の対象とすることで、道路と一体となった空地形成を阻害している建築物の建替

えが促進され、市街地の安全性の向上につながる。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 

特例許可を受けている建築物の増築等を行う場合、増築等後の日影部分が当該許可を受けた

際の日影部分を超えない建築物についても、再度許可を受ける必要があるという不合理が解消

される。 

 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設 

１年以上の存続が必要となる一時的な興行場、博覧会建築物、店舗について、仮設建築物と

して存続が可能になることから、法の一部の規定が適用除外され、建築費用が抑制される可能

性があるとともに、実態に応じた設計を行うことが可能となる。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

 既存不適格建築物の用途の変更に伴って必要な現行基準に適合させるための工事が増改築

又は大規模修繕・模様替に該当しないときにおいても、当該工事について、計画的・段階的

に行うことが可能となる。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

災害時に既存建築物の用途を変更して一時的に災害救助に供する建築物や公益上必要な建

築物として使用する場合及び既存建築物の用途を変更して一時的に興行場等として使用する

場合について、法の全部又は一部の適用除外を認めることにより、用途の変更に伴う改修費

用等が抑制される可能性がある。 

 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大 

新たに維持保全計画の作成等が義務付けられる建築物について、適切な維持保全が図られ、

必要な安全性等の確保が可能となる。 
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⑥ 可能であれば便益（金銭価値化）を把握 

 

当該規制緩和（強化）の効果については、対象となる個々の建築物の用途、立地、規模、構造、

利用状況等によって異なることや、必ずしも金銭化できない価値も含め考慮すべき要素が多岐に

わたることから、効果を定量化することは困難であり、したがって、金銭価値化して便益を把握

することも困難である。 

 

⑦ 規制緩和の場合は、それにより削減される遵守費用額を便益として推計 

 

（１）建築物に係る規制の合理化 

当該規制緩和の対象となる建築物の建築主において、規制緩和前と比較して建築費用が減少

する可能性がある。 

 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大 

都市計画等の区域外の 100 ㎡超 200 ㎡未満の特殊建築物について、建築確認が不要となるも

のがあり、建築主及び建築主事等において、確認に係る費用が発生しなくなる。 

 

（３）、（５）、（６） 

当該規制緩和による遵守費用の変動は生じない。 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和 

安全性の向上に資するような有効な建替えを行う場合においては、許可の範囲内において建

蔽率の緩和を受けられるため、従来建蔽率制限を遵守するために要していた費用を削減できる

可能性がある。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 

特例許可の申請に要していた費用が不要となる。なお、この特例許可の申請に係る遵守費用

は各地方自治体によって異なるため、定量的に算出することは困難である。 

 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設 

１年以上の存続が必要である仮設建築物について、法の一部の規定が適用除外となり、建築

主において、建築費用が抑制される可能性がある。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

 当該規制緩和による遵守費用の変動は生じない。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

既存建築物を一時的に使用することで、仮設建築物を建築する場合に比べ、建築費用が抑
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制される可能性がある。 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

⑧ 当該規制による負の影響も含めた「副次的な影響及び波及的な影響」を把握するこ

とが必要 

 

当該規制（緩和）による副次的な影響及び波及的な影響は想定されない。 

 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 

⑨ 明らかとなった費用と効果（便益）の関係を分析し、効果（便益）が費用を正当化で

きるか検証 

 

（１）建築物に係る規制の合理化 

当該規制緩和に伴う費用は想定されず、また、副次的な影響及び波及的な影響は特段想定さ

れない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、建築物の安全性を確保しつつ、より自由度

の高い設計を行うことが可能となる。 

以上により、当該規制緩和は効果（便益）のみが発生するものであることから、当該規制緩

和を行うことが妥当である。 

 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大 

当該規制緩和に伴う費用は想定されず、また、副次的な影響及び波及的な影響は特段想定さ

れない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、建築確認に係る地方公共団体や個々の建築

主における負担が軽減されることとなる。 

以上により、当該規制緩和は効果（便益）のみが発生するものであることから、当該規制緩

和を行うことが妥当である。 

 

（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化 

当該規制緩和に係る遵守費用及び行政費用は発生しない。なお、当該規制緩和による副次的

影響及び波及的影響は特段想定されない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、一定の基準を満たす場合には、接道規制及

び用途規制の適用除外に係る特例許可の手続を合理化することで、より迅速に特例を受けるこ

とが可能になる。 

  以上により、当該規制緩和は効果（便益）のみが発生するものであることから、当該規制緩
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和を行うことが妥当である。 

 

（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大 

  当該規制強化に係る遵守費用として土地の活用形態への制限が、行政費用として当該規制強

化に伴い新たに制定した条例を執行する場合の費用が発生する。なお、当該規制強化による副

次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

一方、当該規制強化による効果（便益）として、在館者密度の大きな建築物に対し、条例に

より接道規制を強化できることとすることで、火事等の際に避難に支障が生じるおそれを低減

することができる。 

  これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような効

果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制強化を

行うことが妥当である。 

 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和 

当該規制緩和に係る遵守費用は発生せず、行政費用として建築確認の際に費用が生じる。な

お、当該規制緩和による副次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、容積率算定について共同住宅と同様の扱い

をすることで、共同住宅から老人ホーム等への用途変更が容易となるほか、新たな老人ホーム

等を建築する際に容積率緩和を受けることが可能となる。 

  これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような効

果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制強化を

行うことが妥当である。 

 

（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和 

 当該規制緩和に係る遵守費用は発生せず、行政費用として建築確認の際に費用が生じる。な

お、当該規制緩和による副次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、建蔽率緩和の対象を拡大することで、延焼

防止性能を有する建築物への建替えが促進され、市街地の安全性の向上につながる。 

  これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような効

果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制強化を

行うことが妥当である。 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和 

 当該規制緩和に係る遵守費用は発生せず、行政費用として特例許可を行うための費用が生じ

る。なお、当該規制緩和による副次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、建蔽率緩和の対象とすることで、道路と一

体となった空地形成を阻害している建築物の建替えが促進され、市街地の安全性の向上につな

がる。 
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  これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような効

果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制強化を

行うことが妥当である。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 

当該規制緩和に係る遵守費用及び行政費用は発生しない。なお、当該規制緩和による副次的

影響及び波及的影響は特段想定されない。 

一方、当該規制緩和による効果（便益）として、特例許可を受けている建築物の増築等を行

う場合、増築等後の日影部分が当該許可を受けた際の日影部分を超えない建築物についても、

再度許可を受ける必要があるという不合理が解消される。 

  以上により、当該規制緩和は効果（便益）のみが発生するものであることから、当該規制緩

和を行うことが妥当である。 

 

（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設 

 当該規制緩和に係る遵守費用として許可の申請に係る費用が、行政費用として許可に係る費

用が発生する。なお、当該規制緩和による副次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

 一方、当該規制緩和による効果（便益）として、１年を超えて使用する特別の必要がある興

行場等について、仮設建築物として使用上必要と認める期間存続が可能になり、法の一部の規

定が適用除外されることから、建築費用が抑制される可能性があるとともに、実態に応じた設

計を行うことが可能となる。 

 これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような効

果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制緩和を

行うことが妥当である。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

 当該規制緩和に係る遵守費用として許可の申請に係る費用が、行政費用として許可に係る

費用が発生する。なお、当該規制緩和による副次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

 一方、当該規制緩和による効果（便益）として、既存不適格建築物の用途の変更に伴って

必要な現行基準に適合させるための工事が増改築又は大規模修繕・模様替に該当しないとき

においても、当該工事について、計画的・段階的に行うことが可能となる。 

 これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような

効果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制緩

和を行うことが妥当である。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

 当該規制緩和に係る遵守費用として許可の申請に係る費用が、行政費用として許可に係る

費用が発生する。なお、当該規制緩和による副次的影響及び波及的影響は特段想定されない。 

 一方、当該規制緩和による効果（便益）として、災害時等に既存建築物の用途を変更して

一時的に他の用途の建築物として使用する場合について、法の全部又は一部の適用除外を認
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めることとすることにより、用途の変更に伴う改修費用等が抑制される可能性がある。 

 これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、上記のような

効果（便益）が見込まれ、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制緩

和を行うことが妥当である。 

 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大 

 当該規制強化に係る費用として、建築物の所有者又は管理者において、建築物の維持保全計

画の作成等に係る遵守費用が発生する。なお、行政費用は発生せず、当該規制強化による副次

的な影響及び波及的な影響も特段想定されない。 

 一方、当該規制強化による効果（便益）として、適切な維持保全による建築物の安全性等の

確保が見込まれる。 

 これら費用と効果（便益）を比較すると、費用が一定程度発生するものの、建築物の安全性

の確保という効果（便益）に対して、当該規制強化に伴う費用の発生は社会的に受忍できる程

度のものであり、当該規制強化を行うことが妥当である。 

 

６ 代替案との比較 

⑩ 代替案は規制のオプション比較であり、各規制案を費用・効果（便益）の観点から 

比較考量し、採用案の妥当性を説明 

 

本案については以下のような代替案が考えられる。 

 

（１）建築物に係る規制の合理化 

 各規制緩和案に関する様々な代替案が想定されるところ、各規制緩和案は、技術的検証の結

果を踏まえ、建築物の安全性を確保しつつ規制を合理化するものであることから、現段階では

規制緩和案が妥当である。 

 

（２）建築確認を要しない特殊建築物の範囲の拡大 

 200 ㎡超の特殊建築物についても建築確認を不要とすることも考えられるが、200 ㎡超の特殊

建築物については引き続き各種の規制が存続しており、建築確認において当該建築物の計画が

建築基準関係規定に適合しているかどうか確認することができなければ、建築物の安全性等を

確保できないことから、本制度の政策目的を達成できない。 

 

（３）接道規制及び用途規制の適用除外に係る手続の合理化 

［代替案の内容］ 

特例許可に際しては、常に建築審査会の同意を不要とする。 

［費用］ 

・遵守費用 

代替案による新たな遵守費用は発生しない。 
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・行政費用 

代替案による新たな行政費用は発生しない。 

［効果］ 

広く特例許可が活用されることとなる。 

［副次的な影響及び波及的な影響］ 

定型的な基準への適合性のみを確認するだけでなく個別判断を要するものについても、特

定行政庁のみの判断で特例許可が行われ、専門技術的な観点を持った第三者機関である建築

審査会が公正な立場で判断を行う機会がなくなることによって、接道規制又は用途規制の本

来の趣旨を逸脱するおそれがある。 

［費用と効果の把握］ 

費用については、代替案は規制案よりも行政費用を削減することができる。 

効果については、代替案は一定の効果が見込まれるものの、良好な市街地環境が守られな

くなるという副次的な影響及び波及的な影響がかなり大きく発生することが想定される。 

［規制案と代替案の比較］ 

代替案は、副次的な影響及び波及的な影響として、特定行政庁のみの判断で接道規制又は

用途規制の適用除外に係る特例許可が可能になるため、本来の規制の趣旨に適さない建築物

が建築されることで、街区全体の環境が悪化し、本来守られるべき市街地環境が確保できな

い恐れがある。したがって、特例許可を行う際に、建築審査会の同意を不要とすることがで

きる建築物を、一定の基準を満たすものに限定する規制緩和案が妥当である。 

 

（４）接道規制の強化が可能な建築物の対象の拡大 

［代替案の内容］ 

条例で接道規制を強化できることとしている建築物に対し、法律で、接道規制を行う。 

［費用］ 

a.遵守費用 

接道規制が付加された場合に、当該規制を遵守するための費用が発生する。この費用に

ついては、定量化することは困難である。 

b.行政費用 

法律を制定し、執行する場合は、そのための費用が発生する。この費用については、定

量化することは困難である。 

［効果］ 

条例で接道規制を強化できることとしている建築物に対し、全国で画一的に接道規制を行

うことで、安全性の確保が図られることが期待できる。 

［副次的な影響及び波及的な影響］ 

条例で接道規制を強化できることとしている建築物について、求められている接道規制は

それぞれの地域の事情等によって異なるものであるため、地域によってはその実情にそぐわ

ない過度な規制が付加されるおそれがある。 

［費用と効果の把握］ 

費用については、代替案では、法で接道規制が定められた場合、その執行のための費用が
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発生する。 

効果については、条例で接道規制を強化できることとしている建築物に対し、全国で画一

的に接道規制を付加することができるが、その一方で各地域の実情にそぐわない過度な規制

が行われる恐れがある。 

［規制案と代替案の比較］ 

代替案では、条例で接道規制を強化できることとしている建築物に対し、全国で画一的に

接道規制を付加することができるとすることで、地域の実情にそぐわない過度な規制が行わ

れる恐れがあることから、各地域の実情にあわせて規制を強化することのできる規制緩和案

が妥当である。 

 

（５）老人ホーム等の入所系福祉施設の容積率緩和 

老人ホーム等に対し、共用の廊下等以外の部分についても容積率を緩和することが考えられ

る。しかしながら、この場合、道路等の公共施設への負荷が発生する部分についても容積率を

緩和することとなり、「建築物の密度を規制することにより、地域で行われる社会経済活動の総

量をコントロールし、市街地の良好な環境の確保、建築物と道路等の公共施設との負荷のバラ

ンスを図る」という容積率規制の目的と齟齬をきたすことから、本制度の政策目的を達成でき

ない。 

 

（６）延焼防止性能を有する建築物の建蔽率緩和 

防火地域及び準防火地域内の全ての建築物に建蔽率緩和を与えることが考えられるが、この

場合、延焼防止性能の低い建築物に対しても一律に建蔽率緩和を与えることになる。これによ

り、コストの低い延焼防止性能の低い建築物が多く建てられること、空地が減少すること等に

よって、緊急時の避難や安全に支障をきたしてしまうことで、「市街地における火災の危険を防

除するため定める地域」である防火地域及び準防火地域の指定の目的と矛盾が生じてしまうお

それがあることから、本制度の政策目的を達成できない。 

 

（７）市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合等における建

蔽率緩和 

市街地の安全性確保のため前面道路から後退して壁面線の指定を行った場合に建蔽率規制を

適用しないことが考えられるが、この場合、道路と一体となった空間が避難や消火のために十

分な程度まで形成されたとしても、建築物間における建て詰まりが生じ、結果として市街地の

安全性確保に支障をきたすおそれがあることから、本制度の政策目的を達成できない。 

 

（８）日影規制の適用除外に係る手続の合理化 

特例許可を受けた建築物について増築等を行う場合の手続の合理化として、引き続き、特例

許可を必要としつつ建築審査会のみ同意を不要とすることが考えられる。しかし、一度周囲の

居住環境を害するおそれがないと認められて特例許可された際の日影図に影響を与えない範囲

内において増築等を行う場合であっても、再度許可の手続を要求することは、建築主等に対す

る負担は軽減されず、十分な手続の簡素化とはならない。 
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（９）仮設興行場等の仮設建築物の設置期間の特例の創設 

 ［代替案の内容］ 

 特定行政庁の許可に当たり、建築審査会の同意を不要とする。 

［費用］ 

a.遵守費用 

代替案による新たな遵守費用は発生しない。 

b.行政費用 

建築審査会の同意が不要になることで、行政費用が削減される。 

［効果］ 

仮設興行場等の仮設建築物について、建築審査会の同意を得ることなく使用上必要と認め

る期間（１年以上）の存続が可能となり、建築審査会の同意に係る費用負担が発生しなくな

る。 

［副次的な影響及び波及的な影響］ 

防火規定等が適用除外となる仮設建築物を使用上必要と認める期間（１年以上）存続させ

るに当たり、現行の１年以内よりも長期の存続が可能となるにもかかわらず、第三者の関与

によって安全性等や長期存続の防止を担保することができず、建築物の安全性等を確保でき

なくなるおそれがある。 

［費用と効果の把握］ 

費用については、代替案は規制案よりも行政費用を削減することができる。 

効果については、代替案は一定の効果が見込まれるものの、建築物の安全性等が確保でき

なくなるという副次的な影響及び波及的な影響が発生することが想定される。 

［規制緩和案と代替案の比較］ 

代替案では、仮設建築物を使用上必要と認める期間（１年以上）存続させるに当たり、建

築審査会の同意という第三者の関与によって安全性等や長期存続の防止を担保することがで

きず、建築物の安全性等を確保できなくなるおそれがある。したがって、建築審査会の同意

を必要とする規制緩和案が妥当である。 

 

（10）建築物の用途変更に係る規制の合理化 

(i) 既存建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴う工事を行う場合の制限の緩和 

［代替案の内容］ 

  既存不適格建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴って必要な現行基準に

適合させるための工事を行う場合、特定行政庁の認定を受けることなく、最後の工事の完

了時点で現行基準に適合させればよいこととする。 

［費用］ 

a.遵守費用 

特定行政庁の認定が不要になることで、認定の申請に係る遵守費用が発生しなくなる。 

b.行政費用 

特定行政庁の認定が不要になることで、認定に係る行政費用が発生しなくなる。 
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［効果］ 

既存不適格建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴って必要な現行基準に

適合させるための工事を行う場合、特定行政庁の認定を受けることなく、最後の工事の完

了時点で現行基準に適合させればよいこととなり、認定に係る費用負担がなくなる。 

［副次的な影響及び波及的な影響］ 

  用途の変更に伴って必要な現行基準に適合させるための工事を二以上に分けて行うこと

がやむを得ないことや、二以上の各工事の完了時において危険性が増大しないこと等を特

定行政庁が確認することができず、建築物の安全性等を確保できなくなるおそれがある。 

［費用と効果の把握］ 

費用については、代替案は規制案よりも遵守費用・行政費用ともに削減することができ

る。 

効果については、代替案は一定の効果が見込まれるものの、建築物の安全性等が確保で

きなくなるという副次的な影響及び波及的な影響が少なからず発生することが想定され

る。 

［規制緩和案と代替案の比較］ 

代替案では、既存不適格建築物について二以上の工事に分けて用途の変更に伴って必要

な現行基準に適合させるための工事を行う場合において、当該工事を二以上に分けて行う

ことがやむを得ないことや、二以上の各工事の完了時において危険性が増大しないこと等

を特定行政庁が確認することができず、建築物の安全性等を確保できなくなるおそれがあ

る。したがって、特定行政庁の認定を必要とする規制緩和案が妥当である。 

(ii)建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合の制限の緩和 

 ［代替案の内容］ 

  建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合には、特定行政

庁の許可がなくとも一律に基準適合を求めないこととする。 

［費用］ 

a.遵守費用 

特定行政庁の許可が不要になることで、許可の申請に係る遵守費用が発生しなくなる。 

b.行政費用 

特定行政庁の許可が不要になることで、許可に係る行政費用が発生しなくなる。 

［効果］ 

  建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合において、特定

行政庁の許可が不要となり、許可に係る費用負担がなくなる。 

［副次的な影響及び波及的な影響］ 

  特定行政庁の許可が不要であることにより、安全性等に支障がないことを確認できなく

なることから、建築物の安全性等を確保できなくなるおそれがある。 

［費用と効果の把握］ 

費用については、代替案は規制案よりも遵守費用・行政費用ともに削減することができ

る。 

効果については、代替案は一定の効果が見込まれるものの、建築物の安全性等が確保で
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きなくなるという副次的な影響及び波及的な影響が少なからず発生することが想定され

る。 

［規制緩和案と代替案の比較］ 

代替案では、建築物の用途を変更して一時的に他の用途の建築物として使用する場合に

おいて、特定行政庁の許可が不要であることにより、建築物の安全性等を確保できなくな

るおそれがある。したがって、特定行政庁の許可を必要とする規制緩和案が妥当である。 

 

（11）維持保全計画の作成等を求める建築物の対象の拡大 

 安全上、防火上及び衛生上特に重要であるもの等のみならず、全ての特殊建築物について、

維持保全計画の作成等を義務付けることが考えられる。 

［費用］ 

  a.遵守費用 

   全ての建築物の所有者等において、維持保全計画の作成等に係る費用が発生する。 

  b.行政費用 

   代替案に伴う行政費用は発生しない。 

 ［効果］ 

   建築物に必要な安全性等を担保することができる。 

 ［副次的な影響及び波及的な影響］ 

   特になし。 

［規制案と代替案の比較］ 

  規制案と代替案を比較すると、規制案では特に安全性等を図る必要がある特殊建築物につ

いて維持保全計画の作成等が義務付けられるが、代替案では全ての特殊建築物を対象とする

ため全体として建築物の安全性等の確保が図られる。費用については、代替案では小規模な

ものなど利用特性や火災発生のおそれの観点から避難安全上の危険性が相対的に低い特殊建

築物についても、維持保全計画を作成する等の費用が発生する。以上により、建築物の安全

性の確保という効果（便益）に対して、当該規制強化に伴う費用の発生が過大であると判断

し、規制案を採用することとする。 

 

７ その他の関連事項 

⑪ 評価の活用状況等の明記 

 

社会資本整備審議会建築分科会において、規制（緩和）内容について検討が行われた（平成 30

年２月 16日第３次答申とりまとめ）。 
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８ 事後評価の実施時期等 

⑫ 事後評価の実施時期の明記 

 

附則第５条において、政府は、この法律の施行後５年を経過した時点において、改正後の規定

の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置

を講ずるものとされていることから、改正法案の施行から５年を経過した時点において、事後評

価を実施する。 

 

 

⑬ 事後評価の際、費用、効果（便益）及び間接的な影響を把握するための指標等をあら

かじめ明確にする。 

  

特定行政庁等への聞き取り等によって、費用、効果及び間接的な影響を把握する。 

 


